
指定管理者制度導入施設 モニタリングチェックシート「個別評価」（令和６年度） 

施設名 紀の川市民公園 指定管理者 きのかわスポーツライフ創造パートナーズ 

指定期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日 施設所管課 教育部 生涯スポーツ課 

 

評価項目 確認資料 自己評価 所管課評価 

①

実

施

体

制 

施設の設置目的 
施設の設置目的を十分に理解し、それを踏まえ管理運営に努めているか。 

事業計画書、事

業(業務)報告書 
B B 

職員の勤務実績・配置状況・労働条件 
事業計画に沿った職員を配置しているか。 

必要な資格、経験を有する職員を確保しているか。 

出動状況、勤務形態等、労働条件が適正であるか。 

障害者の雇用促進に努めているか。 

事業計画書、日

報、勤務表、資

格証、実地調査 
B B 

職員の研修 
事業計画に基づき、業務に必要な研修、教育を実施しているか。 

事業計画書、事

業(業務)報告

書、研修関係資

料等 

B B 

法令等遵守 
関係法令、条例等を遵守しているか。 

業務仕様書、関

係書類等、実地

調査 
B B 

個人情報保護・情報公開 
個人情報保護・情報公開の取り扱いについて、協定書に基づき適切に行っている

か。 

基本協定書、管

理方法(実地調

査) 
B B 

管理記録 
業務日誌等を適切に整備、保管しているか。 

点検結果や修繕履歴等を適切に記録・保管しているか。 

日報、点検結果

等関係書類、実

地調査 
B B 

連絡体制 
市と指定管理者間で十分に連絡、調整を行っているか。 

事業計画書、事業報告書、業務報告書、その他報告書等の提出や内容が適正

であるか。 

事業計画書、事

業(業務)報告書

等関係書類 
B B 

緊急時対応 
事故・災害等の緊急時の連絡体制を確保しているか。 

緊急時の対応について、マニュアルを整備し、定期的に訓練等を行っているか。 

事業計画書、事

業(業務)報告

書、緊急時対応

マニュアル 

A A 

②

内

容 

・

水

準 

 

施設管理 
開館日、開館時間を遵守しているか。 

事故防止及び安全確保のために必要な対策を講じているか。 

事業計画書、 

日報 
A A 

利用状況 
利用者数、稼働率等が前年度同時期の実績や目標と比較して適正な水準であっ

たか。 

事業計画書、事

業(業務)報告書 
B B 

利用者対応 
利用許可や案内等、職員の対応は迅速かつ適切か。 

服装、言葉遣い、接客態度等の接遇は適切か。 

利用者に対して設備、備品等を適切に提供しているか。 

業務マニュアル、ア

ンケート、実地調

査 
B B 

事業運営 
事業計画書に則し、事業を計画どおり実施しているか。 

施設の設置目的に沿った自主事業を実施しているか。 

自主事業の実施により市民サービスの向上に効果があったか。 

利用促進に向け、積極的に取り組んでいるか。 

事業計画書、事

業(業務)報告

書、自主事業計

画書、実地調査 

B B 

維持管理 
施設、設備の保守点検（点検・修繕）を計画的に実施しているか。 

修繕が必要な箇所について、適切に対応しているか。 

日常の清掃、保安、警備は適切に実施しているか。 

備品台帳に基づき備品を管理しているか。 

植栽、植木等の維持管理を定期的に実施し、美観が保たれているか。 

業務仕様書、備

品台帳、点検結

果、委託契約

書、実地調査、

事業（業務）報

告書 

B B 



評価項目 確認資料 自己評価 
所管課評

価 

②

内

容 

・

水

準 

 

情報提供 
施設案内、事業の開催案内等のパンフレット類を整備し、情報発信に努めている

か。 

ホームページの管理は適切に行っているか。 

パンフレット・ホーム

ページ等、実地調

査 
A B 

環境配慮 
省資源、省エネルギー等環境への配慮、リサイクル等の推進等に努めているか。 

関係書類、実地

調査 
B B 

意見・要望・苦情 
意見・要望・苦情等を把握する仕組みを確立しているか。 

要望・苦情等の対応に迅速かつ適切に対応し、可能なものは管理運営に反映して

いるか。 

事業計画書、事

業(業務)報告

書、日報、アンケ

ート、意見・苦情

等受付簿 

B B 

利用者アンケート調査 
利用者アンケート調査等を実施するなど、利用者の満足度やニーズを積極的に把

握し、結果を反映する仕組みを確立しているか。 

事業計画、アンケ

ート、実地調査 
B B 

③

収

支

等 

経理事務 
つり銭等現金の管理は適切か。 

専用口座、通帳等を備え、適切に経理事務を行っているか。 

経理区分を設け、指定管理料を適正に執行しているか。 

料金徴収、減免、還付の手続きを適切に処理しているか。 

預金通帳、出納

帳、利用申請書・

減免申請書等、

実地調査（金庫

等） 

B B 

収支状況 
収支状況が対前年度同期及び当初の目標に照らし、妥当な水準であるか。 

事業計画書、事

業（業務）報告

書 
B B 

経費節減の取組 
経費節減に向けた取り組みを積極的に実施しているか。 

清掃、警備、保守点検、修繕等が適切な水準、内容で実施されているか。 

業務仕様書、事

業計画書、委託

契約書、実地調

査、事業（業

務）報告書 

B B 

 

個別の 

評価 

個別評価コメント 

【指定管理者】 

施設ご利用者様に寄り添う接客や応対を行うことができた。 

また、今後も継続してご利用者様に安心してご利用いただけるような施設づくりを目指す。 

【施設所管課】 

新規自主事業の開拓など、利用者のさらなる増加及び増収に向けた取り組みを行っている。また、適正な運営

及び維持管理がなされ、突発的な事故や、利用者等からの要望等に対して都度適正な対応が行われている。 

 

特記事項

等（課題・

成果） 

【指定管理者】 
トレーニングルーム利用者を順調に伸ばすことができている。 
今期末に新たな取り組みとして「ピックルボール」を始め、ご好評を得ている。来期はこれを継続しつつ、さらなる取
り組みにチャレンジし、紀の川市都市公園施設のアピールを目指す。 
【施設所管課】 

利用者のモチベーション向上を図る取り組みなどにより、利用者数が増加している。今後もアンケートなどにより意

見を集約し利用拡大を目指すとともに、地域と連携した活動の実施を期待します。 
 

 
※評価基準 

  Ａ 優良  :業務仕様書、基本協定書、基本計画書等を遵守し、その水準よりも優れた内容である。 

  Ｂ 良好  :業務仕様書、基本協定書、事業計画書等を遵守し、その水準に概ね沿った内容である。 

  Ｃ 課題有:業務仕様書、基本協定書、事業計画書等を遵守しているが、一部に課題がある。 

  Ｄ 要改善:業務仕様書、基本協定書、事業計画書等を遵守しておらず、改善の必要がある。 

※評価手順 

  指定管理者自己評価（提出）⇒所管課評価（通知）⇒公共施設マネジメント課（結果集約・公表） 

 



指定管理者制度導入施設 モニタリングチェックシート「総合評価」（令和６年度） 

施設所管課 教育部   生涯スポーツ課 

施設名 紀の川市民公園 

指定管理者 きのかわスポーツライフ創造パートナーズ 

指定期間 令和４年４月１日 ～ 令和９年３月３１日 

指定管理料 年額  99,000,000 円（総額  495,000,000 円） 

設置目的 市民の体育、スポーツ、レクリエーションの普及振興を図り、健康の維持増進に寄与する 

事業（事務）

内容 

施設運営管理 

自主事業での各世代に対応したプログラム提供 

トレーニングルーム運営 

 

主な成果 

使用料収入 目標 8,697,000 円 → 実績 10,029,620 円  

利用者数 目標 149,300 人 → 実績 220,251 人  

体育館 目標 86,250 人 → 実績 105,656 人  

多目的広場 目標 36,350 人 → 実績 69,847 人  

ﾃﾆｽｺｰﾄ・ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場 目標 19,500 人 → 実績 35,292 人  

プール 目標 7,000 人 → 実績 9,456 人  

【主な自主事業実施による成果】 
イベント延べ 183 名参加、定員率 31％ 
昨年度より人数定員率ともに減少しているが新規層獲得の為、新たなイベントを 2 件開催、
うちニュースポーツであるピックルボールでは、4 回開催し、延べ参加者人数 67 名、定員率
77％という好調な結果であった。 
【事業計画書に基づく業務の実施状況(自主事業以外)】 
トレーニングルーム登録者数、市内 565 人、市外 125 人、昨年度比 102％ 
スポーツ教室延べ 6,029 名参加、定員率 68％ 
昨年度よりも教室開催回数が少なかったため人数減少 

 

総合評価 

総合評価コメント 自己評価 施設所管課 

【指定管理者】 
３年目は課題であった新規利用者の集客に注力した。施設利用
者数は大幅に目標を超えることができ、アリーナだけでなくトレーニン
グルームも順調に増加させることに成功。 
1 月には新規イベント「ピックルボール」を開始し、新たな客層の呼び
込みにも成功。 
しかし、引き続き自主事業であるスクールの集客が難航しているため
４年目ではスクールの参加者数増加のため、さまざまな施策を行い
たい。 

B B 

【施設所管課】 
新規利用者の拡大に向けて取り組み、ＳＮＳやホームページ、掲
示板などを活用して事業や利用状況などの発信が行われている。 
引き続き魅力を発信し、リピーターの確保に努めるとともに、利用者
増加に伴うトラブルの予防など、さらなる満足度の向上に向けた運
営及び事業実施を期待します。 

 

※ 総合評価については、モニタリングチェックシート「個別評価」を元に次の基準で評価を行う。 
 Ａ（優良:Ａ項目が多い。） 

 Ｂ（良好:概ねＢ以上である。） 

 Ｃ（課題含:Ａ及びＢ項目が少ない。） 

 Ｄ（不良:Ａ及びＢ項目が少ない。課題が多い） 

※ 評価手順  指定管理者自己評価（提出）⇒ 所管課評価（通知）⇒ 公共施設マネジメント課（結果集約、公
表） 

 


